
独立行政法人中小企業基盤整備機構契約監視委員会設置要領 

 

平成21年12月11日 

要領21第35号 

 要領26第71号 

改正 要領27第30号 

（趣旨） 

第１条 本要領は、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣

議決定）及び「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27

年5月25日総務大臣決定）並びに「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律」（平成12年法律第127号）及び「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための

措置に関する指針」（平成18年5月23日閣議決定）に基づき、独立行政法人中小企業基

盤整備機構契約監視委員会（以下「委員会」という。）の組織、委員、会議、事務局

その他設置に関して必要な事項を定めるものである。 

 

（委員会の設置） 

第２条 独立行政法人中小企業基盤整備機構本部に委員会を設置する。 

（委員会の所掌事務） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる事務を行う。 

一 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」に基づき、調達等

合理化計画の策定及び自己評価の際の点検を行うとともに、これに関連して、法人

の長が定める基準に従い、個々の契約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表

すること。 

二 「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」（平成 24 年 6月 1 日行政

改革実行本部決定）に基づく支出の点検及び見直しに関すること。 

三 契約担当役が締結した公共工事（政府調達に関する協定（平成7年12月8日条約第

23号）の対象工事を除く。）の契約における入札及び契約手続に係る再苦情処理を

行うこと。 

四 前各号の他、第１条の趣旨に則り委員会が必要と認める事項。 

（委員会の構成） 

第４条 委員会は、次の各号に掲げる委員により構成する。 

 一 外部有識者 ３名以内 

二 監事    ２名以内 

（委員会の委員及び任期等） 

第５条 前条第１号の委員（以下「有識者委員」という。）は、公正中立の立場で客観

的に入札及び契約についての審議その他の事務を行うことができる学識経験等を有

する者のうちから、理事長が委嘱する。 



２ 有識者委員の任期は、１年間とする。ただし、有識者委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 有識者委員は、再任することができる。 

４ 委員の氏名及び職業は、これを公表する。 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故等があり、委員会に出席することができないときは、あらかじめ委員

長が指名する委員がその職務を代理する。 

（定例会議） 

第７条 第３条第１号及び第２号並びに第４号の事務に係る会議（以下「定例会議」と

いう。）は、理事長が招集し、原則として年２回、開催する。 

２ 定例会議は、委員総数の過半数の出席がなければ、開催することができない。 

３ 定例会議は非公開とし、定例会議の議事概要は、これを公表する。 

４ 定例会議の議事は、出席した委員の多数決をもって決し、可否同数のときは、委員

長（前条第３項に規定する者を含む。）の決するところによる。 

５ 緊急やむを得ない事情があり、定例会議の開催が行えない場合には、委員長は、議

事に係る書類の回覧をもって、開催に代えることができる。 

（再苦情処理会議） 

第８条 第３条第３号の事務に係る会議（以下「再苦情処理会議」という。）は、再苦

情の申立てがあったときには、却下すべき場合を除き、理事長が招集し、開催する。 

２ 前条第２項から第５項までの規定は、再苦情処理会議においても準用する。 

（委員の除斥） 

第９条 委員は、第３条の事務に関しては、自己又は３親等以内の親族の利害に関係の

ある議事に加わることができない。 

（秘密を守る義務） 

第１０条 委員は、第３条の事務を処理する上で知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。その職を退いた後も、また同様とする。 

（委員会の庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、財務部調達・管理課が行い、関係部署と協力して処理する。 

 

  附 則 

 この要領は、平成21年12月11日から施行する。  

附 則（要領26第71号） 

 この要領は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則（要領27第30号） 

 この要領は、平成27年7月27日から施行する。 


